
設立趣旨書

１ 趣旨

・定款に定められている目的や事業に係る社会経済的情勢やその問題点

・法人の行う事業が不特定かつ多数のものの利益に寄与するゆえん

・法人格が必要となった理由

  等

２ 申請に至るまでの経過

・法人の設立を発起し、申請するに至った経緯

（活動実績がある場合は、これまで取り組んできた具体的活動内容）等

例） 平成○○年○○月○○日  法人設立のための勉強会開催

    平成○○年○○月○○日  設立準備会開催

    平成○○年○○月○○日  発起人会開催

    平成○○年○○月○○日  設立総会

     年   月   日

              特定非営利活動法人○○○○       

             設立代表者 住所又は居所       

氏名          印

（備考）

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。



特定非営利活動法人 定款例

この欄における「法」と

特定非営利活動法人○○○○定款 は、「特定非営利活動促進

法」をいう。

第１章 総則 ＜第１章＞法人の名称、事

（名称） 務所所在地は必要的記載

第１条 この法人は、特定非営利活動法人○○○○という。 事項（法第11条第１項第

２号、第４号）

＜第１条＞必要的記載事項

（法第11条第１項第２号）

（事務所）

第２条 この法人は、主たる事務所を沖縄県○○市○○町○ ＜第２条＞必要的記載事項

○丁目○○番○○号に置く。 （法第11条第１項第４号）

注 第１項には「主たる事

務所」所在地を記載し、

第２項にはすべての「従

たる事務所」の所在地を

記載する。

２ この法人は、前項のほか、従たる事務所を沖縄県○○市

○○町○○丁目○番○号、‥‥に置く。

第２章 目的及び事業 ＜第２章＞法人の目的、特

定非営利活動の種類、事

（目的） 業、その他の事業は必要

第３条 この法人は、［ ① ］に対して、［ ② ］に関 的記載事項（法第11条第

する事業を行い、［ ③ ］に寄与することを目的とす １項第３号、第11号）

る。 ＜第３条＞必要的記載事項

（法第11条第１項第１号）

１ 名称は登記事項です。登記できない文字（「」など）や略

称･英語名称等を記載する場合は、登記名称とは別に併記す

る必要があります。

２ 国や地方公共団体と誤認される名称は適当ではありませ

ん。

３ 他の法令等により使用できない名称（病院や銀行など）が

ありますので注意してください。

４ 名称中には必ず「特定非営利活動法人」を使用しなければ

ならない訳ではありません。「ＮＰＯ法人」も使用可能で

す。

１ 住居表示どおりに正しく記載します。ビル名や施設名･号

室等も詳しく記載して下さい。

２ 「主たる事務所」とは、法人の事業活動の中心である一定

の場所で、法人の代表権（少なくともある範囲内の独立の決

定権）を有する責任者が所在し､かつその場所で継続的に業

務が行われる場所を指します。

ＮＰＯ法人の事務所には、定款や事業報告書等の書類の備え

置きが義務づけられています。

主たる事務所を最小行政区画（例「沖縄県那覇市に置く」）までを記載した場合

所轄庁から法人へ大切な通知等を送付する場合があります。事務所移転した時は速や

かに「所在地変更届出書」を所轄庁（県）に提出する必要があります。（P-127参照）



注 特定非営利活動を行う

ことを主たる目的とした

法人であること等を明ら

かにするため、目的に

は、①受益対象者の範

囲、②主要な事業、③法

人の事業活動が社会にも

たらす効果（どのような

意味で社会の利益につな

がるのか）や法人として

の最終目標等を具体的か

つ明確に伝わるように記

載する。

（特定非営利活動の種類）

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げ ＜第４条＞必要的記載事項

る種類の特定非営利活動を行う。 （法第11条第１項第３号）

注 法の別表に掲げる活動

の種類のうち、該当する

ものを選択して記載する

（複数の項目を選択するこ

(１) 環境の保全を図る活動（例） とも可能）

(２) ○○○を図る活動

（事業）

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、次の事 ＜第５条＞必要的記載事項

業を行う。 （法第11条第１項第３号及

び第11号）

注１ 第１項…法人が行う

具体的な事業内容を記載

する。その際、「特定非

営利活動に係る事業」と

「その他の事業」の内容

は明確に区分しなければ

ならない。

注２ 「その他の事業」を

行わない場合は、「この

(１) 特定非営利活動に係る事業 法人は、第３条の目的を

① 海岸清掃事業（例） 達成するため、次の特定

② エコツーリズムガイド養成事業（例） 非営利活動に係る事業を

③ ネットワーク構築事業（例） 行う」旨を記載し、第１

④ その他目的を達成するために必要な事業 項第２号及び第２項の記

載を要しない。

注３ 第２項…法第５条第

１項

★特定非営利活動事業とそ

法人は定款で定めた事業しか行えません。

記載上の注意点としては、

１ 第３条目的との関連がわかりやすいこと。

２ どんな活動かおおよそわかる表現（具体的内容は事業計

画書に記載）

３ ２～３年後ぐらいに実施可能な事業を記載。（当分実施

予定がない事業等は、実際に事業を行う時点で定款変更認

証申請により追加して下さい。）

４ 他法(障害者自立支援法等他)においてその事業が実施可

能かどうかは、法律を所管する部局に確認してください。

ここでいう「その他目的を達成するための事業」とは、単年度

限りや、試験的に実施する事業となります。反復･継続して実

施する場合には、別途事業として追加することになります。

第３条の目的と、第５条の事業が、法別表に掲げる20分野のい

ずれかに該当するかが設立認証要件となります。

法別表の文言どおりに記載してください。

・どのような人たちを対象として、どのような公益活動を行う

のか、設立趣旨書を要約した形で、わかりやすく記載しま

す。

・定款第３条から５条までは密接に関連していますので、記載

にあたっては注意してください。



(２) その他の事業 の他の事業の区分につい

① 物品販売事業（例） てはp-60を参照。

② △△△△△事業

２ 前項第２号に掲げる事業は、同項第１号に掲げる事業に

支障がない限り行うものとし、収益を生じた場合は、同項

第１号に掲げる事業に充てるものとする。

第３章 会員 ＜第３章＞社員の資格の得

喪に関する事項は必要的

記載事項（法第11条第１

項第５号、法第２条第２

項第１号イ）

（種別）

第６条 この法人の会員は、次の○種とし、正会員をもって ＜第６条＞

特定非営利活動促進法（以下｢法｣という。）上の社員とす 注１ ここでいう「社員」

る。 とは、社団の構成員のこ

(１） 正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人 とで、総会の議決権を有

及び団体（例） する者である。

(２) 賛助会員 この法人の事業を賛助するため入会した 注２ 賛助会員等、正会員

個人又は団体（例） 以外の会員種別を定める

(３) ○○会員 場合は、正会員とそれ以

外の会員を区別して第２

号以降に記載する。

（入会）

第７条 会員の入会については、特に条件を定めない。 ＜第７条＞

２ 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定め 注１ 社員（正会員）の資

る入会申込書により、理事長に申し込むものとし、理事長 格取得については、不当

は、正当な理由がない限り、入会を認めなければならな な条件を付けてはならな

い。 い。社員（正会員）以外

３ 理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やか の会員については条件を

に、理由を付した書面をもって本人にその旨を通知しなけ 定めることができる。

ればならない。 注２ 第６条において、正

会員以外の会員について

定める場合は、正会員と

区別して記載することも

できる（以下、定款第11

条まで同じ。）。

（入会金及び会費）

第８条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を ＜第８条＞

納入しなければならない。 注 入会金又は会費の設定

がない場合は、記載を要

しない。

（会員の資格の喪失）

第９条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、そ ＜第９条＞

の資格を喪失する。 注 第４号除名を資格喪失

(１) 退会届の提出をしたとき。 の条件とする場合は、除

第22条（総会の権能）または第31条（理事会の権能）と矛盾し

ないように注意しましょう。



(２) 本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したと 名に関する規定を置く。

き。 （定款第11条参照）。

(３) 継続して○年以上会費を滞納したとき。

(４) 除名されたとき。

（退会）

第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出 ＜第10条＞

して、任意に退会することができる。 注 退会が任意であること

を明確にする。任意に退

会できない場合などは法

に抵触する。

（除名）

第11条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総

会の議決により、これを除名することができる。この場

合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなけれ

ばならない。

(１) この定款等に違反したとき。

(２) この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為を

したとき。

第４章 役員及び職員 ＜第４章＞役員に関する事

項は必要的記載事項（法

第11条第１項第６号）

（種別及び定数）

第12条 この法人に次の役員を置く。 ＜第12条＞法第15条（役員

(１) 理 事 ３人以上○○人以内 定数は、理事３人以上、

(２) 監 事 １人以上○○人以内 監事１人以上）

注１ 第１項…「理事」及

２ 理事のうち、１人を理事長、○人を副理事長とする。 び「監事」を明確に区分

する。

注２ 第２項の職名は、理

事長、副理事長以外の名

称を使用することもでき

る。

（選任等）

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。 ＜第13条＞

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 注１ 第１項…理事につい

３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者 ては理事会で選任するこ

若しくは三親等以内の親族が１人を超えて含まれ、又は当 とも可能。

理事３人以上、監事１人以上を満たしていれば、自由に設定で

きます。

・理事長・代表理事・常務理事など役職名は自由に設定できま

すが、その役職が法律上の役員（理事・監事）に該当してい

るかを規定します。

・この条文で規定した役職については、第13条、第14条にも記

載します。

・総会の権能及び理事会の権能と矛盾しないよう注意してくだ

さい。

・正会員からの選任に限定したい場合は、「正会員の中から」

と加えてください。



該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総 注２ 第３項…法第21条理

数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 事＋監事が６人以上の場

４ 法第20条各号のいずれかに該当する者は､この法人の役 合に限り、配偶者若しく

員になることができない。 は三親等以内の親族を１

５ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができな 人だけ役員に加えること

い。 ができる。（詳細はp-９

参照）

注３ 第５項…法第19条

（職務）

第14条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理す ＜第14条＞

る。 注１ 第１項…法第16条

２ 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を 理事長のみが代表権を有す

代表しない。 ることを明確にする場合に

３ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又 第２項記載

は理事長が欠けたときは、理事長があらかじめ指名した順 注２ 第３項…副理事長が

序によって、その職務を代行する。 １人の場合は、「理事長

４ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の があらかじめ指名した順

議決に基づき、この法人の業務を執行する。 序によって、」という記

５ 監事は、次に掲げる職務を行う。 載を要しない。

(１) 理事の業務執行の状況を監査すること。 注３ 第12条で規定した役

(２) この法人の財産の状況を監査すること。 職についてそれぞれの職

(３) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又 務を規定。

は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反 注４ 第５項…法第18条

する重大な事実があることを発見した場合には、これ 注５ 監事は代表権を有し

を総会又は所轄庁に報告すること。 ない。

(４) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を

招集すること。

(５) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況に

ついて、理事に意見を述べ、若しくは理事会の招集を

請求すること。

（任期等）

第15条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げな ＜第15条＞

い。 注１ 第１項…必要的記載

２ 前項の規定にかかわらず、任期満了前に就任後２事業年 事項（法第24条第１項）

度が終了した後の総会において、後任の役員が選任された 注２ 第２項…定款第13条

場合には、当該総会が終結するまでを任期とし、また、任 において役員を総会で定

期満了後に後任の役員が選任されていない場合には、任期 める旨を明記している場

の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。 合に限り規定することが

３ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、 できます。

それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間とする。 注３ 第４項…役員が存在

４ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任 しない期間が生じた場

するまでは、その職務を行わなければならない。 合、法人が損害を被るお

それもあることから､前任

者は辞任又は任期満了後



においても応急的に業務

執行義務を負うものとさ

れています。

（欠員補充）

第16条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える ＜第16条＞法第22条

者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しなければならな

い。

（解任）

第17条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総 ＜第17条＞

会の議決により、これを解任することができる。この場 注 第１項…理事について

合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなけ は理事会で解任すること

ればならない。 も可能。

(１) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認めら

れるとき。

(２) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない

行為があったとき。

（報酬等）

第18条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を ＜第18条＞

受けることができる。 注１ 第１項…法第２条第

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償 ２項第１号ロ

することができる。 注２ 総会の権能、理事会

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長 の権能と矛盾しないこ

が別に定める。 と。

（職員）

第19条 この法人に、事務局長その他の職員を置く。

２ 職員は、理事長が任免する。

第５章 総会 ＜第５章＞会議に関する事

項は必要的記載事項

（種別） （法第11条第１項第７号）

第20条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種と ＜第20条＞法第14条の２、

する。 第14条の３

（構成）

第21条 総会は、正会員をもって構成する。

（権能）

第22条 総会は、以下の事項について議決する。 ＜第22条＞法第14条の５

(１) 定款の変更 （定款で理事会等に委任し

(２) 解散 ているもの以外はすべて

この規定は、新たな権限の行使まで認められるものではない

ので､至急後任者を選任する必要があります。なお、この規定

を根拠に２年を超えて役員任期を伸長することはできません。



(３) 合併 総会の議決事項）

(４) 事業計画及び活動予算並びにその変更 ①定款の変更、②解散、

(５) 事業報告及び活動決算 ③合併については、総会

(６) 役員の選任又は解任、職務及び報酬 の権限であり、理事会な

(７) 入会金及び会費の額 どに委任することはでき

(８) 借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短 ません。(法第25条、第31

期借入金を除く。第49条において同じ。）その他新た 条、第34条）

な義務の負担及び権利の放棄

(９) 事務局の組織及び運営

(10) その他運営に関する重要事項

（開催）

第23条 通常総会は、毎事業年度１回開催する。 ＜第23条＞

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 注１ 第１項…法第14条の

(１) 理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。 ２

(２) 正会員総数の○分の○以上から会議の目的である事 注２ 第２項第１号…法第

項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。 14条の３第1項

(３) 第14条第５項第４号の規定により、監事から招集が 注３ 第２項第２号…法第

あったとき。 14条の３第２項（総社員

の５分の１以上を必要と

するが、定款をもって変

更することは可能）

（招集）

第24条 総会は、前条第２項第３号の場合を除き、理事長が ＜第24条＞

招集する。

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請

求があったときは、その日から○日以内に臨時総会を招集

しなければならない。

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審 注 第３項…法第14条の４

議事項を記載した書面をもって、少なくとも５日前までに

通知しなければならない。

（議長）

第25条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員

の中から選出する。

（定足数） ＜第26条＞

第26条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなけれ 注 定款変更の定足数は、

ば開会することができない。 定款に特別の定めがない

限り、社員総数の２分の

１以上。…法第25条第２

項

・招集方法は、書面又は電子メール（電磁的方法）とすること

もできますが、全社員に確実に到達する必要があることから、

電磁的方法のみとすることはできません。



（議決） ＜第27条＞ 法第14条の６

第27条 総会における議決事項は、第24条第３項の規定によ

ってあらかじめ通知した事項とする。

法第14条の６但し書き

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席し

た正会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。

３ 理事または正会員が総会の目的である事項について提案 第３項…書面以外に電磁的

をした場合において、正会員の全員が書面により同意の意 記録による同意の意思表示

思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議 を可能とする規定を置くこ

があったものとみなす。 ともできる。

（表決権等）

第28条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 ＜第28条＞

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、 注１ 第１項…法第14条の

あらかじめ通知された事項について書面をもって表決し、 ７第１項

又は他の正会員を代理人として表決を委任することができ 注２ 第２項…法第14条の

る。 ７第２項

＊電磁的方法とは、

①電子メール本文

②電子メールへの添付や､

ウェブサイトへの書き込

３ 前項の規定により表決した正会員は、第26条、第27条第 み

２項、第29条第１項第２号及び第50条の適用については、 ③フロッピーディスクや

総会に出席したものとみなす。 ＣＤ－ＲＯＭなどの磁気

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員 媒体に記録し、交付する

は、その議事の議決に加わることができない。 となります。

注３ 第４項…法第14条の

８

（議事録）

第29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録

を作成しなければならない。

(１) 日時及び場所

(２) 正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任

者がある場合にあっては、その数を付記すること。）

(３) 審議事項

(４) 議事の経過の概要及び議決の結果

(５) 議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事

録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。

書面による表決に代えて、電磁的方法による表決を規定するこ

ともできます。その場合には、受信者が出力して書面を作成で

きることが必要です。

あらかじめ通知していない事項についても議決できるようにす

るためには、「ただし、議事が緊急を要する場合は、出席した

正会員の２分の１以上の議決により議題とすることができる」

などと加えて規定します。



３ 前２項の規定にかかわらず、正会員全員が書面により同 注１ 第３項…法第14条の

意の意思表示をしたことにより、総会の決議があったとみ ９ みなし総会

なされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作 ※ 正会員全員が書面によ

成しなければならない。 り、同意の意思表示を示

（１） 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 した場合、総会での決議

（２） 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 と同様とみなすこと。

（３） 総会の決議があったものとみなされた日 みなし総会の場合に

（４） 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 は、出席者や議長などが

存在しないものの、手続

きが適正であったことの

証として議事録を作成す

る必要がある。

第６章 理事会 ＜第６章＞会議に関する事

項は必要的記載事項（法

（構成） 第11条第１項第７号）

第30条 理事会は、理事をもって構成する。

（権能）

第31条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項 ＜第31条＞

を議決する。 注 総会の権能と整合性を

(１) 総会に付議すべき事項 とる(定款第22条参照)。

(２) 総会の議決した事項の執行に関する事項

(３) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事

項

（開催）

第32条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催す

る｡

(１) 理事長が必要と認めたとき。

(２) 理事総数の○分の○以上から会議の目的である事項

を記載した書面をもって招集の請求があったとき。

(３) 第14条第５項第５号の規定により、監事から招集の

請求があったとき。

（招集）

第33条 理事会は、理事長が招集する。

２ 理事長は、前条第２号及び第３号の規定による請求があ

ったときは、その日から○日以内に理事会を招集しなけれ

ばならない。 第３項…「書面又は電磁的

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び 方法」と加えることはで

審議事項を記載した書面をもって、少なくとも○日前まで きますが、電磁的方法だ

に通知しなければならない。 けの通知とすることはで

きません。



（議長）

第34条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。

（議決）

第35条 理事会における議決事項は、第33条第３項の規定に ＜第35条＞

よってあらかじめ通知した事項とする。

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否 参考 第２項…法第17条

同数のときは、議長の決するところによる。

（表決権等）

第36条 各理事の表決権は、平等なるものとする。

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、

あらかじめ通知された事項について書面をもって表決する

ことができる。

３ 前項の規定により表決した理事は、第35条第２項及び第

37条第１項第２号の適用については、理事会に出席したも

のとみなす。

４ 理事会の議決について特別の利害関係を有する理事は、

その議事の議決に加わることができない。

（議事録）

第37条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事

録を作成しなければならない。

(１) 日時及び場所

(２) 理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者に

あっては、その旨を付記すること。）

(３) 審議事項

(４) 議事の経過の概要及び議決の結果

(５) 議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事

録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。

第７章 資産及び会計 ＜第７章＞必要的記載事項

（法第11条第１項第８号及

び第９号）

（資産の構成）

第38条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって

構成する。

(１) 設立当初の財産目録に記載された資産

(２) 入会金及び会費

(３) 寄付金品

(４) 財産から生じる収益

(５) 事業に伴う収益

(６) その他の収益



（資産の区分）

第39条 この法人の資産は、これを分けて特定非営利活動に ＜第39条＞

係る事業に関する資産及びその他の事業に関する資産の２ 注 特定非営利活動に係る

種とする。 事業のみ行う場合は、記

載を要しない。

（資産の管理）

第40条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、

総会の議決を経て、理事長が別に定める。

（会計の原則）

第41条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従 ＜第41条＞

って行うものとする。 注 「法第27条各号に掲げ

る原則」とは、正規の簿

記の原則、真実性、明瞭

性の原則及び継続性の原

則をいう。

（会計の区分）

第42条 この法人の会計は、これを分けて特定非営利活動に ＜第42条＞

係る事業に関する会計及びその他の事業に関する会計の２ 注 法第５条第２項…特定

種とする。 非営利活動に係る事業の

みを行う場合は、記載を

要しない。

（事業計画及び予算）

第43条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理 ＜第43条＞

事長が作成し、総会の議決を経なければならない。 注 総会の権能又は理事会

の権能と整合性をとる。

（暫定予算）

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない事由により

予算が成立しないときは、理事長は、理事会の議決を経

て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を

講じることができる。

２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみ

なす。

（予備費の設定及び使用）

第45条 予算超過又は予算外の費用に充てるため、予算中に

予備費を設けることができる。

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければな

らない。

（予算の追加及び更正）

第46条 予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、総 ＜第46条及び第47条＞

会の議決を経て、既定予算の追加又は更正をすることがで 注 総会の権能又は理事会

きる。 の権能と整合性をとる。



（事業報告及び決算）

第47条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及 ＜第47条＞構成員（役員、

び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、 会員等）に剰余金を分配す

速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議 ることはできません。（法

決を経なければならない。 第２条第２項第１号）

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すも

のとする。

（事業年度）

第48条 この法人の事業年度は、毎年○月○日に始まり翌年 ＜第48条＞必要的記載事項

○月○日に終わる。 （法第11条第１項第10号）

（臨機の措置）

第49条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れそ ＜第49条＞

の他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとす 注 総会の権能又は理事

るときは、総会の議決を経なければならない。 会の権能と整合性をとる｡

第８章 定款の変更、解散及び合併 ＜第８章＞定款の変更と解

散に関する事項は必要的

記載事項（法第11条第１

項第12号及び第13号）

（定款の変更）

第50条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に ＜第50条＞法第25条第３項

出席した正会員の○分の○以上の多数による議決を経、か ここに規定された事項に

つ、法第25条第３項に規定する事項については、所轄庁の 係る定款変更について

認証を得なければならない。 は、所轄庁の認証を受け

なければ効力を生じませ

ん。総会の議決のみでは

効力はありません。

①目的

②名称

③特定非営利活動の種類及

び特定非営利活動に係る

事業の種類

④主たる事務所その他の事

務所の所在地（所轄庁の

変更を伴うものに限る）

⑤社員の資格の得喪に関す

る事項

⑥役員に関する事項（役員

の定数に係るものを除

く）

⑦会議に関する事項

⑧その他の事業を行う場合

には、その種類その他当

定款に特別の定めのない限り、社員総数の２分の１以上が出席

し、その出席した社員の４分の３以上の議決が必要となりま

す。



該その他の事業に関する

事項

⑨解散に関する事項（残余

財産の帰属すべき者に係

るものに限る）

⑩定款の変更に関する事項

（解散）

第51条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 ＜第51条＞

(１) 総会の決議 注１ 法第31条第1項

(２) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(３) 正会員の欠亡

(４) 合併

(５) 破産手続開始の決定

(６) 所轄庁による設立の認証の取消し

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正 注２ 第２項…法第31条の

会員総数の○分の○以上の承諾を得なければならない。 ２

３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認 注３ 第３項…法第31条第

定を得なければならない。 ２項

（残余財産の帰属） ＜第52条＞

第52条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定によ 注１ ①に記載する｢残余財

る解散を除く。）したときに残存する財産は、法第11条第 産の帰属すべき者｣は、他

３項に掲げる者のうち、［ ① ］に譲渡するものとする。 の特定非営利活動法人、

国又は地方公共団体、公

益財団法人、公益社団法

人、学校法人、社会福祉

法人、更生保護法人から

選定されなければならな

い。

注２ 帰属先を定めない場

合、又は帰属先が明確で

ない場合は、国又は地方

公共団体に譲渡されるか

国庫に帰属することとな

る。

（合併） ＜第53条＞

第53条 この法人が合併しようとするときは、総会において 注 法第34条(定款に特別の

正会員総数の○分の○以上の議決を経、かつ、所轄庁の認 定めがない限り、合併の

証を得なければならない。 際には、社員総数の４分

の３以上の議決が必要｡)

定款に特別の定めのない限り、社員総数の４分の３以上となり

ます



第９章 公告の方法 ＜第９章＞必要的記載事項

（法第11条第１項第14号）

【平成28年改正点】 ＜第54条＞

注１ 公告とは、第三者の

（公告の方法） 権利を保護するため、第三

第54条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示 者の権利を侵害するおそれ

するとともに、官報に掲載して行う。 のある事項について広く一

ただし、法第28条の２第１項に規定する貸借対照 般の人に知らせることであ

表の公告については、【〇〇〇】に掲載して行う。 る。法人の活動実態に応じ

て、官報、日刊新聞やイン

ターネットホームページを

選択して記載することが考

えられる。

注２ 法人は、前年度の貸

借対照表の作成後遅滞なく

これを公告しなければなら

ない。貸借対照表の公告方

法は以下の４つの方法から

選んで定款で定める必要が

ある（法第28条の２）

公告方法 【〇〇〇】の記載例

①官報 官報

②日刊 〇〇県において発

新聞紙 行する〇〇新聞

③電子 ・この法人のホー

公告 ムページ

・内閣府 O法人

ータルサイト（法

人入力情報欄）

④ 主 た る この法人の主たる

事 務 所 の 事 務 所 の 掲示 場

公 衆 の 見 （に掲示）

や す い 場

所

なお、③を選択する場合

は、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告に

よる公告をすることが出来

ない場合の公告方法として

①か②のいずれかを定める

ことができる（法第28条の

２第３項）

注３ 定款において、公告

方法として官報掲載を定め



ない場合であっても、以下

の①及び②の公告について

は、選択した公告方法に加

え、官報に掲載して行う必

要がある。

①解散した場合に清算人が

債権者に対して行う公告

（法第31条の10第４項）

②清算人が精算法人につい

て破産手続き開始の申立を

行った旨の広告（法第31条

の12第４項）

第10章 雑則

（細則）

第55条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議

決を経て、理事長がこれを定める。

附 則 ＜附則＞

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 注１ 設立当初の記載内容

２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 は、成立後において変更し

理事長 ○ ○ ○ ○ ない。

副理事長 ○ ○ ○ ○ 注２ 第２項…必要的記載

理事 ○ ○ ○ ○ 事項（法第11条第２項）

同 ○ ○ ○ ○ 役員名簿の記載内容と一

監事 ○ ○ ○ ○ 致させる。

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第１項の規 注３ 第３項…至年月日

定にかかわらず、成立の日から平成○○年○○月○○日ま は、成立の日から２年を超

でとする。 えてはならない。

４ この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は、第43条 総会の開催時期を考慮に

の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによるもの 入れ、役員任期の末日を事

とする。 業年度の末日の２～３ｹ月後

５ この法人の設立当初の事業年度は、第48条の規定にかか にずらしておくと、法人運

わらず、成立の日から平成○○年○○月○○日までとす 営に支障をきたすおそれが

る。 少ない（第１５条注２参

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定 照）

にかかわらず、次に掲げる額とする。 注４ 第６項…正会員以外

の会員について定める場

正会員 個人 団体 合は、正会員と区別して

(１) 入会金 ○○○円 ○○○円 記載する。

(２) 年会費 ○○○円 ○○○円

賛助会員 個人 団体



(１) 入会金 ○○○円 ○○○円

(２) 年会費 ○○○円 ○○○円



（法第10条第１項関係様式例）

○○年度事業計画書
年 月 日から 年 月 日まで

（特定非営利活動法人の名称）

１ 事業実施の方針 （初年度・翌年度と、各年度ごとの方針を記載）

２ 事業の実施に関する事項

(１) 特定非営利活動に係る事業

定款の 実施 実施 従事者
受益対象

事業費の

事業名
事 業 内 容

日時 場所 の人数
者の範囲

予算額
及び人数

（千円）

北谷町の海岸を中心とし 毎月第
北谷町住

海岸清掃事業
て、清掃活動を実施する。 ２日曜

北谷町 ５人 民及び観 300

光客

500人

エコツーリズ 環境に負荷をかけないガイド
北部地 観光客等

ムガイド養成 の方法等の講習会、体験ガイ 年４回
域

３人 500

事業 ドを実施する。 不特定多

数

ネットワーク ホームページ、会報誌の作
次年度 － － － 0

構築事業 成。（次年度実施予定）

(２) その他の事業

定款の
事 業 内 容

実施 実施 従事者 事業費の

事業名 日時 場所 の人数 予算額

（千円）

物品販売事業 寄付された物品等の販売を行う。 随時 事務所 １人 50

・初年度は、「成立の日から」と

記載

事業内容はできる限り具体的

に詳しく記載してください。

事業費の金額の合計は、活

動予算書の事業費計の額と

一致させる。

記載例

定款第５条の事業名をすべ

て記載します。

・受益対象者の範囲とおお

よその人数を記載する。



（法第10条第１項関係様式例）

その他事業がない場合

○○年度 活動予算書

年 月 日から 年 月 日まで

（特定非営利活動法人の名称）

科 目 金 額 （単位：円）

Ⅰ 経常収益

１ 受取会費・受取入会金

正会員受取入会金 50,000 (5,000円×10人)

正会員受取会費 100,000 (10,000円×10人)

賛助会員受取会費 100,000 250,000 (20,000円×5人)

２ 受取寄付金

受取寄付金 100,000

施設等受入評価益 30,000

・・・・・ ×× 130,000

３ 受取助成金等

受取補助金 300,000

・・・・・ 定款５条の ×× 300,000

４ 事業収益 事業名を記載

海岸清掃事業収益 360,000

エコツーリズムガイド養成事業収益 580,000

ネットワーク構築事業収益 0

・・・・・ 940,000

５ その他収益

受取利息 100 100

経常収益合計 1,620,100

Ⅱ 経常費用

１ 事業費

(1)人件費

給料手当 120,000

臨時雇賃金 20,000

法定福利費 12,000

人件費計 152,000

(2)その他経費

印刷製本費 300,000

旅費交通費 150,000

諸謝金 50,000

消耗品費 100,000

施設等評価費用 30,000

雑費 18,000

その他経費計 648,000

事業費計 800,000

・初年度は、｢成立の

日から｣と記載

記載例

事業計画書の各事

業費の予算額の合

計額と一致させ

る。

施設等評価費用

も併せて計上

人件費とその他経

費に分けた上で、

形態別に内訳を記

載。



２ 管理費

(1)人件費

役員報酬 100,000

給料手当（注：事務局職員等の分） 150,000

人件費計 250,000

(2)その他経費

水道光熱費 50,000

消耗品費 30,000

通信運搬費 50,000

会議費 70,000

減価償却費 ××

・・・・・ ××

・・・・・ ××

その他経費計 200,000

管理費計 450,000

経常費用合計 1,250,000

当期経常増減額 370,100

Ⅲ 経常外収益

１ 固定資産売益 ××

・・・・ ××

経常外収益計 ×××

Ⅳ 経常外費用

１ ・・・・ ××

経常外費用計 ×××

税引前当期正味財産増減額 370,100

法人税、住民税及び事業税 70,000

当期正味財産増減額 300,100

設立時正味財産額（前期繰越正味財産 0

額）

次期繰越正味財産額 300,100

（備考）

「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、当該事業の実施のた

めに直接要する人件費・交通費及びその他の経費等となります。

管理費とは、法人の運営のために毎年度経常的に要する経費であり、例としては役員

報酬、総会･理事会の開催経費、事務局職員の人件費などがあります。

２年度目以降は

こちらを記載

人件費とその他経

費に分けた上で、

形態別に内訳を記

載。



様式例・記載例（法第28条第１項「前事業年度の計算書類（計算書類の注記）」）

計算書類の注記

１．重要な会計方針
　　

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法
･･････････････････････････････････････

　 固定資産の減価償却の方法
･･････････････････････････････････････

　 引当金の計上基準
・退職給付引当金

・○○引当金
･････････････････････････････････････

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は「４.　施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

ボランティアによる役務の提供

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．会計方針の変更
･･････････････････････････････････････

３．事業別損益の状況
（単位：円）

Ａ事業費 Ｂ事業費 Ｃ事業費 Ｄ事業費 事業部門計 管理部門 合計
Ⅰ　経常収益

受取会費 ××× ×××
受取寄附金 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
受取助成金等 ××× ××× ××× ××× ××× ×××
事業収益 ××× ××× ××× ××× ××× ×××
その他収益 ××× ×××

経常収益計 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
Ⅱ　経常費用

人件費
給料手当 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
臨時雇賃金 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
･･････････ ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
人件費計 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
その他経費
業務委託費 ××× ××× ××× ××× ××× ×××
旅費交通費 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
･･････････ ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
その他経費計 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××

経常費用計 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××
当期経常増減額 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ×××

計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準
協議会）によっています。

（４）

（３）

（１）

（２）

（６）

 ３．

 ４．

 ５．

（２）

（１）

 １．

 ２．

（５）

　以下に示すものは、想定される注記を例示したものです。該当事項がない場合は記載不要です。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると
認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算
しています。

ボランティアによる役務の提供は、「５．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによ
る役務の提供の内訳」として注記しています。

科目

事業費のみの内訳を表示することも可能。事
業を区分していない法人については記載不要

どの会計基準に基づいて作成したか記載する

消費税を購入価格や販売価格に含めて記
帳する方法である「税込方式」と、消費
税を支払ったり受け取ったりする都度、
区分して経理する方法である「税抜方
式」のどちらによっているかを記載する



４．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法
○○体育館の ××× ○○体育館使用料金表によってい
無償利用 ます。

５．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法
○○事業相談員 ××× 単価は××地区の最低賃金によって
　■名×■日間 算定しています。

６．使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は×××円ですが、そのうち×××円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は×××円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

○○地震被災者 ××× ××× ××× ××× 翌期に使用予定の支援用資金
援助事業

△△財団助成 ××× ××× ××× ×××
××事業

合計 ××× ××× ××× ×××

７．固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
什器備品 ××× ××× ××× ××× △××× ×××
･･････････ ××× ××× ××× ××× △××× ×××

無形固定資産
･･････････ ××× ××× ××× ××× △××× ×××

投資その他の資産
･･････････ ××× ××× ××× ××× ×××

合計 ××× ××× ××× ××× △××× ×××

８．借入金の増減内訳
（単位：円）

科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
長期借入金 ××× ××× ××× ×××
役員借入金 ××× ××× ××× ×××

合計 ××× ××× ××× ×××

科目

助成金の総額は××円です。活動
計算書に計上した額××円との差
額××円は前受助成金として貸借
対照表に負債計上しています。

備考内容

合理的な算定方法を記載
する（活動計算書に計上
する場合は客観的な算定
方法）

合理的な算定方法を記載す
る（活動計算書に計上する
場合は客観的な算定方法）

対象事業及び実施期間が定められ、未使用額の返還義務が規定されている助

成金・補助金を前受経理をした場合、「当期増加額」には、活動計算書に計

上した金額を記載する。助成金・補助金の総額は「備考」欄に記載する



９．役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
計算書類に計 内役員及び近

上された金額 親者との取引

（活動計算書）
受取寄附金 ××× ×××
委託料 ××× ×××

活動計算書計 ××× ×××
（貸借対照表）
未払金 ××× ×××
役員借入金 ××× ×××

貸借対照表計 ××× ×××

　・　現物寄附の評価方法
現物寄附を受けた固定資産の評価方法は、固定資産税評価額によっています。

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　重要な後発事象

　・　その他の事業に係る資産の状況
その他の事業に係る資産の残高は、土地・建物が××円、棚卸資産が××円です。
特定非営利活動に係る事業・その他の事業に共通で使用している重要な資産は土地・建物が××円で
す。

科目

10．その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項

平成××年×月×日、○○事業所が火災により焼失したことによる損害額は××円、保険の契約金額
は××円です。

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当及び旅費交通費については従事割
合に基づき按分しています。

貸借対照表日後に発生した事象で、次年度以降の財産又は
損益に重要な影響を及ぼすもの（例：自然災害等による重
大な損害の発生、重要な係争事件の発生又は解決、主要な
取引先の倒産等）について記載する

その他の事業に固有の資産で重要なもの及び特定非営利活動
に係る事業・その他の事業に共通で使用している重要な資産
の残高状況について記載する

重要性が高いと判断される場合に記載する

重要性が高いと判断される場合に記載する


